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1． はじめに

私達は班員の一人から挙がった「TSUTAYAはどこにもでもある」という意見から、「TSUTAYAの店舗展開について調べたら面白いのではないか」という話になり、TSUTAYAを選びました。その後、梅沢先生に現在TSUTATAで務めている梅沢ゼミOBの菊名善先輩を紹介して頂き、実際にお話しを伺った中でTSUTAYAが目標として掲げている「3000店舗構想」が今回設定するテーマとして最適だと考えたため、テーマとして設定するに至りました。
2． 企業概要

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（以後CCC）は以前、株式会社TSUTAYA STORESホールディングスなど、全部で7社に分かれていましたが、2009年4月１日に株式会社TSUTAYAがこれらを吸収合併し、併せて株式会社TSUTAYAから株式会社CCCに商号を変更しました。

社名：カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

設立：1985年9月20日
売上高：約2206億円（2009年３月期連結）

代表取締役：増田 宗昭

従業員数：3567名（2008年3月末）

事業内容：

(1) 直営事業
「TSUTAYA」等店舗の運営
(2) フランチャイズ事業
フランチャイズ方式による「TSUTAYA」事業及びそれに伴う什器・備品の販売等
(3) 商品事業
「TSUTAYA」加盟店、その他企業への商品販売等

(4) インターネット関連事業
インターネットを利用して「TSUTAYA」会員等に対して情報を提供する事業及びインターネット上で行う通販事業等
(5) カード関連事業
クレジットカード関連事業及びポイント管理事業等
(6) マーケティング・ソリューション事業
主に、法人向けのソリューションサービス事業等

３．現在行っているサービス

CCCでは、DVD・CD・書籍・GAMEの販売およびレンタルサービスを店舗であるTSUTAYAで行っています。また、ライフスタイルの提案の場として、「いつでも、どこでも、だれでも」便利に文化を提供するためにインターネットでもサービスを展開しています。これらのサービスの中から、店舗運営の軸となっているTカードサービス、インターネットについて調べ、両方のサービス利用者をどのようにして店舗に誘導し店舗展開をしていくか、研究を行いました。
４．店舗の運営

①店舗展開の軌跡

TSUTAYAでは、現在に至るまで多くの戦略がとられてきました。
1982年にCCCの代表取締役である増田宗昭が、大阪府枚方市に喫茶店兼貸レコード店「LOFT」を開店し、その翌年に大阪府枚方市にLOFTの姉妹店としてTSUTAYA 1号店を開店させました。これがTSUTAYAの原点です。それから1987年に100店舗を達成し、1990年には500店舗を出店するまでに至りました。
当初はCD販売や書籍販売を行っており、レンタルサービスは1994年に開始しました。これによって、購入するよりも安くソフトを揃えることが出来るようになりました。人気作品は大量に投入して顧客の満足と売上を確保し、知名度の低い作品も幅広いジャンルを投入することによってバラエティに富んだ売場を作り上げ、競合店との差別化を図りました。
そして2001年には、TSUTAYA稼動店舗1000店舗を達成し2009年度4月現在でTSUTAYA店舗数は1375店となっています。
　実際に店舗へ行ってみたのですが、作品がジャンル別で並び、検索機が設置してあるなど私達ユーザーが利用しやすい店内構造になっていると感じました。TSUTAYAのこのようなユーザーが利用しやすい環境を提供する工夫が1375店舗につながったのだと思います。

②店舗展開の現状
現在CCC は、TSUTAYA グループのバリュー向上に向け、直営・フランチャイズをあわせて全国3000 店舗を展開する「次世代TSUTAYA3000 店舗構想」を掲げています。構想を掲げている理由は、「いつでもどこでも何かが欲しくなったらすぐ手に入れたいという購買衝動を抑えられない人が多くなった」ということにあります。そのため、CCCグループは以前からリアルタイムで顧客のニーズに応えられるように，いつでもどこでもTSUTAYAを利用することが可能にする取り組みをしています。その取り組みでTSUTAYA店舗は『10分商圏』を目指し、家から車で、または自転車で10分以内に到着できる出店を意識してきました。また、会員カードにより商圏を100％掌握できる「エリアマーケティングシステム（AMS）」と呼ばれる独自のデータベースシステムもTSUTAYAでは利用しています。エリアマーケティングシステムによって、既存約1300店舗の町丁目別人口データを組み合わせて、10分商圏（徒歩、自転車、車）の会員化率、来店頻度、客単価等の標準値をもとに新規出店候補地の会員数算定、さらに売上の予測を可能にしています。足の運びやすい立地に店舗を増やすことや、既存会員のデータを元に売り上げを予測することで、2008年度は45店舗出店が実現でき、目標の3000店舗に近づきつつあります。
５．TSUTAYA事業の展開
①Tカードサービス
・Tカードとは

　Tカードとは、TSUTAYAでCDやDVDをレンタルする際に提示する会員カードです。また、TSUTAYA店舗で利用する金額に応じてポイントを貯めることができます。
Tカードは、もともとTSUTAYAチェーン店だけでポイントが貯まり、貯まったポイントは1ポイント1円としてレンタル料金の割引に使えるというものでした。しかし、カードを発行した店でしかポイントが使用できなかったために、TSUTAYAは2003年10月にクレジットカードを導入し、同時にポイント制度を一新し、どの店で使っても同じようにポイントが貯まり、還元を受けられるようにしました。現在はTSUTAYAチェーン店だけでなく、消費者に近いコンビニやレストラン等でＴポイントが貯まり、使用できるようになっています。Tカード提携先は、ファミリーマート、ブックオフ、カメラのキタムラ、すかいらーくグループなど様々な業界に及び51社もあります。また、Tポイントの貯まるお店は全国で約３万店、Tカードを発行する店は１万1600箇所にものぼります。
Tカードの会員は急増しており、2009年3月現在で3202万人を数えるまでになっています。とくにこの1年間で486万人も増加しました。Tカード会員は20代が最も多く、日本の20代の54.6％が会員になっています。つまり、20代の若者の二人に一人は会員という計算です。
・Tカードサービスの利点
提携先企業は、発行したポイント数に応じて、CCC傘下の株式会社Tカード＆マーケティングに対してシステム使用料を支払います。これがCCCグループのカード事業収益となるため、提携先企業とカード会員が増えれば増えるほどカード事業収益が伸びる仕組みになっています。
なぜ、提携先企業はシステム使用料を支払ってまで、Tカードサービスと提携するのかというと、一つには新規客の呼び込み効果があるからです。Tカード所有者に新たな提携先として企業名や店舗名がメール配信などで告知されれば、3000万人に対する販促宣伝効果が得られます。また、提携先企業に対しては顧客分析情報が提供され、自社の店舗でTカードを利用しているのは、どんな客層でどこに住んでいるのか、利用頻度はどうなっているのかといった情報を株式会社Tカード＆マーケティングが定期的に報告して送られてきます。こうした情報は原則無料なので、自社で顧客管理・分析のために新たなシステム開発投資をするよりは、Tカードの提携先となったほうが色々なことでお得ということになります。こうしてTカード会員を増やし続けた結果、TSUTAYAは2009年3月期第１四半期の経常利益が約６億円となり過去最高を記録しました。

②インターネットサービス
インターネット関連事業は主に、ツタヤオンラインとツタヤディスカスがあります

・ツタヤオンライン（TSUTAYA On-line）
TSUTAYAは1999年に、TSUTAYA店舗のポータルサイトとしてツタヤオンラインを立ち上げました。インターネット上でTポイント数の確認や、オンラインクーポンの取得、携帯電話向けの着うた、CDやDVD、書籍などを購入することができます。携帯クーポンを取得して店頭で使用することや、携帯電話から気軽にショッピングができることがツタヤオンラインの強みです。そのため、利用者の7割は携帯電話を利用してアクセスしています。

2002年には約200万人だったツタヤオンラインの会員も、2009年1月末で1500万人を突破しました。さまざまなサービスを取り入れてきたことで、会員の増加を失速させることなく、会員を増やしてきました。

TモールというCCCの運営サイトによりTポイントの利用範囲をネットにまでに拡大し、Tポイントカード会員をツタヤオンライン会員に登録させるきっかけをつくってきたことも増加の要因の一つです。

・ツタヤディスカス(TSUTAYA DISCAS)
2004年からネット宅配レンタルのツタヤディスカスがスタートしました。これはインターネット上でDVDを予約すれば、自宅に配送されるサービスです。店舗に行く必要がなく、入会金・配送料・延滞料は一切かからないというメリットがあります。これらのメリットから、ツタヤディスカスの会員は忙しくて店舗に行くことのできない30～40代のビジネスパーソンを中心としています。また、2008年11月から漫画の単行本を宅配レンタルするサービスをスタートしました。新たなサービスのスタートで、2004年には3万人ほどだったツタヤディスカスの会員数も、09年3月末では65万人に成長しました。
　またTSUTAYAでは、2008年6月に株式会社アクトビラと提携し、アクトビラ内に「TSUTAYA　TV」をオープンしました。TSUTAYA TVでは有料で映画やドラマを配信しています。また、同年7月に株式会社USENと提携し、TSUTAYA DISCAS 音楽配信をスタートしました。

　このようにTSUTAYAは動画や音源をネット配信する事業がなく、オンライン事業が弱みでした。そこで、各分野で事業を展開している企業と提携し、オンライン事業に参入しました。

　TSUTAYAは自社の弱い部分を他社との提携により補っているのです。
　

６．考察

今後TSUTAYAは、次世代TSUTAYA3000店舗構想を軸に企業活動を行っていくと考えられます。次世代TSUTAYA3000店舗構想を達成するためには、顧客の動向を分析するための幅広い顧客情報が必要です。顧客情報とはTカードなどから得ることができる「どんな客層でどこに住んでいるのか」、「利用頻度はどうなっているのか」などの情報です。また、Tカードは提携先の拡大により、今まで手に入れることができなかったカメラ販売店ならば中高年層、スーパーマーケットなら主婦層といった幅広い客層の情報を手に入れることができるようになるためです。そのために、自社の顧客情報を分析するだけでは見えてこない潜在顧客や市場の動向を把握することができます。

　そしてTカードから収集した情報を基に店舗とインターネットが互いに作用しあうクリック＆モルタル戦略がTSUTAYAでは展開されています。クリック＆モルタル戦略のクリックとは、マウスのクリック、つまりインターネットをあらわし、「モルタル」とは、モルタルの壁、つまりリアルな店舗を表しています。つまり、クリック＆モルタルとは、ネットと店舗とを連携させたネットビジネスのことです。TSUTAYAではオンライン会員の顧客データベースと店舗のTカード会員の顧客データベースとを連携させながら、統合的なマーケティング活動を行うことができ、Webやメールによる情報発信をきっかけにしてオンライン会員を店舗へ誘導しDVDやCD、書籍などのレンタルや販売に結びつけ、トータルで売上を上げることを行っています。その方法の1つに半額クーポンがあります。この方法はオンライン会員を店舗へと誘導し、半額クーポンをきっかけに来店機会を増やし、客単価を向上させる方法です。
以上のようなプロモーションに力を入れることが次世代TSUTAYA3000店舗構想を達成するための課題になると考えられます。
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